








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































計 ＄4,400 ＊ ＄216,361 ＊
2４
を受ける。期間延長の申立て（motionstoextendtime）は，開始を生じ
（71）
させなし､と考えられている。
Ａ事件については，被告が訴訟事件を承認（joinedthecase）したとの
証拠がある場合には，管理分析官は，ＥＡＰ管理官に対して裁判所の情報書
類（courtfile）を提出する。この書類には，訴答書面のコピーが含まれて
いる。管理官は，次に，初期評価会合のための期曰を定める。その次に，
ＥＡＰに対する振分けの通知が，最初の会合の期曰および協議事項書ととも
に弁護士に送付される。弁護士は，その事件における主要な事実上及び法律
上の争点についての協議を準備するよう期待されるとともに，有意義な和解
協議を行うために必要な情報共有のための計画，合意できる範囲，もしその
事件が審理されかつ控訴されるとした場合に，依頼人に生じる合理的に予想
される費用，訴訟事件の和解，およびその訴訟事件における迅速な代替的紛
争解決制度の利用に関する計画についての協議を準備するよう期待されてい
る。実務上は（後述されるように)，初期評価会合は，一般的に事実上の調
（72）
停セッションとなっている。
Ｂ事件については，ＥＡＰ事務所は，強くその参加を求めてこの計画への
参加の依頼状を送付する。管理官がその事件は特にこの計画の対象に相応し
いと考えるときは，彼は，その参加を促すためその弁護士に電話連絡をも行
う。もしある事件がＥＡＰからは利益を受ける可能性が非常に低いと彼が考
えるときは（そのような場合はきわめて稀であるが)，一般命令が認めるよ
うに，彼は，参加の依頼状を送付しないことを選択できる（ＡおよびＢ事件
（73）
に対して送付される最初の手紙のコピーは，補遺Ｅに示されている）。
この計画の評価を可能とするためには無作為の振分けが重要であるため，
裁判所は，特別の事情がある場合を除き，訴訟事件があるグループから他の
（74）
グノレーフ･に移動することを認めない。例えば，もし「Ａ」事件が，裁判所の
裁判を必要とするような全国的な重要性を有する事件であるときは，ＥＡＰ
管理官は，その事件がこの計画を免除されることを認めるであろう。もし，
計画管理官が当事者のグループ変更申請を却下した場合に，当事者がこれに
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）２５
同意しないときは，その事件が配点された裁判官に対して，この判断に不服
を申し立てるための書面によるモーションを提起することができる。しかし
ながら，特別な事‘情がなければ，裁判所は事件について再度振分けを行わず，
（75）
実験および対照標準グループの完全'性を熱｣、に維持してきた。
計画が実施された1992年１月１曰から1996年８月31曰までの間に，3066件
の訴訟事件が，グループに対する無作為の振分けの対象となった。表４は，
振分けの配分を示しており，ほぼ同数の訴訟事件が各グループに振り分けら
れたことを示している。その他の分析によれば，訴訟の性格（nature）に
（76）
より評価した場合の各グノレープの構成もまた同等であること力i示された。
表４９２年１月１日から96年８月31日までの期間中
早期評価計画により提訴時に３種に振り分けられた、各グループ別事件数(77）
ミズーリ州西部地区カンザス・シティ部
ReproducedFromDoNNASTIENsTRAETAL.，REPoRTToJuDIcIALCoNFERENcEoNCoｕＲＴ
ＡＤＭＩＮＩｓＴＲＡＴＩｏＮＡＮＤＣＡｓＥＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ，ＡＳＴｕＤＹｏＦＴＨＥＦＩｖＥＤＥＭｏＮsTRATIoNPRoGRAM
EsTABLIsHEDuNDERTHECIvILJusTIcEREFoRMAcToFl990,227（1997)，
（２）ＥＡＰセッションの性格および数
連邦司法センターが調査のため裁判所を訪問した際，彼らはいくつかの
ＥＡＰセッションに参加した。彼らはまた，計画管理官であるKentSnapp
氏に対して，彼が一般的にどのようにこれらのセッションを実施しているか
（78）
の説明を求めた。彼は，この計画が「Ｆ１切り型」（cookiecutter）の計画で
はなく，それぞれの事件がそのニーズに従って処理されていることを強調し
た。この点に注意し，かつ参加したセッションが必然的にＥＡＰセッション
を一般的に代表しているわけではないことを十分認識しつつ，本節では，端
（79）
的1こ早期評価会合の一般的な手続ｶｺﾞ述べられる。
グループ 事件数
自動的に、早期評価計画に振り分けられた事件（Ａグループ）
自発的に、早期評価計画を選択した事件（Ｂグループ）
対照標準事件（比較対照のため早期評価計画に参加しない事件）（Ｃグループ）
１
７
８
１
１
３
０
０
Ｏ
Ｌ
Ｌ
Ｌ
適格事件総数 3,066
2６
この会合は，裁判所庁舎内の計画管理官事務所において開催され，その事
件の審理を担当する弁護士のほか，依頼人または和解の権限を有する依頼人
の代理人が参加する。Snapp氏は，当事者の参加をほとんど免除しないが，
（80）
Ｂ（任意的）事件については，より寛大な取扱いをしているよう１こ思われる。
最初の早期評価会合の前に，計画管理官は事件ファイルを審査し，訴状お
よび答弁書の概要を把握する。ある事件では，彼は訴訟原因について調査し，
審理においてなされるであろう陪審に対する説示（juryinstruction）の類
型を考慮する。Snapp氏は，彼が訴訟事件の協議のために一層十分な準備
をすればするほど，弁護士は一層彼を尊敬し，かつその手続を尊重すると考
えている。彼は，その会合について弁護士が行う準備の程度は広く異なって
いる，と報告している。一般に，いくつかのディスカヴァリが初期評価会合
の前にすでになされ，いくつかがその会合の最中になされ，そして，和解に
至らない事件については，いくつかのディスカヴァリがその会合の後になさ
れる。管理官は，その会合の前に，弁護士に対して多くの書面業務を要求し
ないようにしている。例えば，彼は，弁護士に対して，事実関係に関する書
（81）
面（statementsoffacts）の提出を要求していない。
全ての当事者の代理人および弁護士が，一般に会合の開始の時点で（特に，
それがその事件に対する最初の会合であるときは)，一同に会する。最初の
早期評価会合の開始の時点において，管理官は，基本的なルールおよびその
セッションにおいて実施される事項について述べ，それほど多くのルールは
存在しないが相手方に対する礼儀が要求されることを説明する。彼はまた，
打ち解けた雰囲気を作り出し，ファーストネームの利用を提案したり，依
（82）
頼人の参加を求めること|こより，インフォーマルな方法を勧める。
導入事項の一部として，管理官はまた，裁判所において利用することので
きるその他のＡＤＲオプションを簡単に説明する。彼は，当事者に対してこ
れらのオプションについて質問があるかどうか，またはこれらの手続のうち
の一つが彼らの事件の解決に役立つと考えるかどうかを，彼に知らせるよう
求める。彼はまた，当事者に対して，もし彼らがその他のＡＤＲオプション
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）２７
の一つの利用ではなく，管理官との調停を望むときは，進んで彼らの紛争解
（83）
決に助力する意向であることを伝える。
このセッションの目的は，当事者がその事件を評価し，それについての相
手方の見解を理解し，また彼らが必要とする`情報を確認することにより和解
（84）
の基礎を築くことを手助けすることである，と当事者は告げられる。Snapp
氏は，この会合において行われるすべての事項が秘匿されること，またもし
当事者が望むならば，和解が成立するまで彼は当事者と一緒に作業を行うこ
とを強調する。当事者および弁護士は，事件を評価し和解することができる
まで，必要とされるその他の情報についてメモを取ること，および柔軟に対
（85）
処してある立場に固執しないことを求められる。
計画管理官による導入的な説明の後，原告側がその事件の事実関係を報告
することによりこの会合の内容が開始され，その次にその事実関係に関する
被告側の意見の報告がなされる。最初の報告は，しばしば各弁護士により行
われるが，それぞれの弁護士が争点を提出した後，当事者自身がしばしば説
明を付け加える。事実関係についての議論がなされた後，それに続いて関連
のある法律上の争点についての議論がなされる。Snapp氏は，しばしば事
実または適用可能性のある法規を明確にするための質問を差し挟む。彼はま
た，その会合の前にどのようなディスカヴァリが実施されたか，また当事者
がその事件を評価できるようにするにはさらにどのようなディスカヴァリが
必要とされるかをも調査する。個別的な面接（caucuses）では，彼は，各
当事者の主張の長所や弱点を指摘し，もしその事件が審理に進むとすれば当
事者が負担するであろう費用を知らせる。最後に，彼は，もし当事者がその
他のＡＤＲオプションを彼らの事件について有効であると考えるときは，そ
（86）
の旨を彼Iこ知らせるよう求める。
ほとんどすべての当事者が，この時点で計画管理官とその事件について調
停を行うことを選択し，そのセッションは，各当事者との一連の個別的な面
接に移行する。これらの個別的な面接では，Snapp氏は，各当事者が和解
を望むであろう条件を判断し，また必要があれば，各当事者の代理人が有す
2８
ろ和解権限の範囲を判断しようとする。彼はまた，和解の可能性を判断でき
るようになるまでに，その他の何らかの事項が実施されるべきかどうかをも
調査する（例えば，係属中のモーションに関する裁判官の裁判，またはその
（87）
他のディスカヴァリの活動）。
この一連の面接が和解により終結しない場合，管理官は，当事者との協議
により，その事件について次に実施されるべき事項（例えば，その他のディ
スカヴァリ）を計画する。Snapp氏が指摘するように，彼は，数期曰にか
けて（fromdatecertaintodatecertain）作業を行うことを好む。和解で
終結しなかった事件については，彼はまた，第二回のＥＡＰ会合のための日
程と時間を設定するのであり，それは，第一回の場合と同様，その訴訟事件
（88）
の解決を目的としている。
計画管理官の業務時間の大部分は，ＥＡＰセッションの準備と実施に関係
している。典型的には，それぞれ２時間から３時間の三つのセッションがそ
れぞれの曰に計画されるが，弁護士のスケデュールの衝突のため，しばしば
－つまたは二つのセッションがそれぞれの曰に開かれる。最初のセッション
は，通常およそ３時間ほどかかるが，いくつかのセッションはほぼ－曰にわ
（89）
たる場合もある。
計画が開始された1992年１月１曰から1996年８月31曰までの間に，管理官
92年１月１日から96年８月31日までの期間中早期評価計画のＡ及びＢグループ
に振り分けられた訴訟事件において、開催された評価セッションの数
ミズーリ州西部地区カンザス・シティ部(90）
表５
副
ReproducedFromDoNNASTIENsTRAETAL.，REPoRTToJuDIcIALCoNFERENcEoNCoｕＲＴ
ＡＤＭＩＮＩｓＴＲＡＴＩｏＮＡＮＤＣＡｓＥＭＡＮＡＧＥMENT，ＡＳＴｕＤＹｏＦＴＨＥＦＩｖＥＤＥＭｏＮｓＴＲＡＴＩｏＮＰＲoGRAM
EsTABLIsHEDuNDERTHECIvILJusTIcEREFoRMAcToF1990,230（1997)，
セッションの種類 事件数
初期の早期評価会合
追加的会合
845
456
計 1,301
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）２９
(よ845件の初期会合を開催し（表５参照)，そのうち約３分の２が「Ａ」事件
であり，約３分の１が「Ｂ」事件であった。半数を若干超える事件について，
彼は当事者との追加的な会合を開いたのであり，再度の会合は456件であっ
た。セッションが開催された訴訟事件の数は，同一の期間にその計画に振り
分けられた1011件の「Ａ」事件の数よりも若干低く，また「Ａ」および
｢Ｂ」事件の総数よりもかなり低い。これは，民事事件処理において典型的
なように，かなりの数の訴訟事件が早期に終結しており，したがって，
（91）
ＥＡＰセッションの時点までに達しないｶｭらである。
その他のＡＤＲオプションを記載した表を提示することは，各ＥＡＰセッ
ションに対する日常的な導入事項の一部となっているが，表６は，事件管理
官の援助以外のＡＤＲオプションを選択した訴訟事件がほとんど存在してい
ないことを示している。最も好意的に選択されているものは，早期中立的評
価（ENE）および調停であるが，それらもきわめて少数のＥＡＰ事件によっ
て選択されているにすぎない。仲裁を選択した当事者は全く存在しなかった
(マジストレイト裁判官による和解協議を除き，それはかつて裁判所の提供
（92）
する唯一のＡＤＲの方式であった)。
以上の議論から明らかなことは，裁判所は，訴訟事件が，指定された三種
表６９２年１月１日から96年９月30日までの期間中、Ａ及びＢグループに振り分けられた
訴訟事件において、早期評価手続以外のＡＤＲオプションを選択した事件数
ミズーリ州西部地区カンザス・シティ部
ReproducedFromDoNNASTIENsTRAETAL.，REPoRTToJuDIcIALCoNFERENcEoNCouRT
ADMINIsTRATIoNANDCAsEMANAGEMENT，ＡＳＴｕＤＹｏＦＴＨＥＦＩｖＥＤＥＭｏＮｓＴＲＡＴＩｏＮＰＲoGRAM
EsTABLIsHEDuNDERTHECIvILJusTIcEREFoRMAcToF1990,230（1997)，
選択されたＡＤＲの種類 事件数(93）
早期中立的評価／調停
マジストレイト裁判官による和解協議
略式陪審審理
仲裁
肥
Ⅷ
１
０
計 2９
3０
のグループのうちの一つに無作為に振り分けられなければならないとする早
（94）
期評価計画の要件に注意深く従ってきﾌﾟi二ということである。
６ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における事件（訴訟）管理手続
1990年に制定されたアメリカ合衆国の民事司法改革法は，前述のように，
民事訴訟の迅速化・低廉化のための方策として，本稿で検討している代替的
紛争解決制度（ＡＤＲ）の利用の他，裁判官による早期の事件（訴訟）管理，
（95）
類型月'１事件管理，およびディスカヴァリの管理を採用した。そこで，本節で
は，ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所において採用された事件（訴訟）管
理手続を主としてその地方規則（localrules）を通して概観し，これと代
替的紛争手続との関係についても検討してみることにしたい。
（１）当事者の会合協議義務（MeetingofParties）
まず第一に，当事者は，連邦民事訴訟規則26条（ｆ）項の規定に従い，可
能な限り早期に，またはミズーリ州西部地区連邦地裁地方規則（localrule）
16.1（b）に基づきスケデューリング命令が発令される曰の30曰前に，会合
（96）
協議を行わなければならない（地方規且Ｉ26.1〔ａ〕)。この会合では，主とし
て，次に述べるスケデューリング命令案およびディスカヴァリ計画書につい
て協議が行われるほか，連邦民事訴訟規則26条（ａ）項（１）の要求する初
期ディスクロージャー（初期必要的開示）がこの会合において実施され，あ
（97）
るいIまこの会合の曰から遅くとも14曰以内に実施されなければならない。自
らの訴訟について調査を行わず，この規則の定める初期ディスクロージャー
（98）
を実施しない弁護士は，帝１１裁の対象となる。
（２）当事者の会合協議前におけるディスカヴァリの制限
会合協議（meetandconfer）義務を負う当事者は，合意または裁判所の
命令がある場合を除き，その会合協議の前に，どのような資料についてもデ
（99）
イスカヴァリを請求することができない（地方規且'126.1〔b〕１）。また，
裁判所の反対の命令がない限り，ディスカヴァリ上のモーション，事実審理
省略判決（summaryjudgment）を求めるモーション，または却下を求め
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）３１
るモーションのようなモーションの提起は，当事者が当地方規則や，当地方
規則および連邦民事訴訟規則上のディスクロージャーの要求，あるいはその
訴訟において発令されたスケデューリング命令の遵守を免除するものではな
（100）
いと規定されている（地方規且1126.1〔b〕２)。
（３）スケデューリング命令案およびディスカヴァリ計画書の提出（Propo‐
sedSchedulingOrder/DiscoveryPlanRequired）
当事者は，地方規則26.1（ａ）の要求する会合協議から14曰以内に，地方
規則16.1（ｆ）に従ったスケデューリング命令案，および当地方規則の要求
（101）
するディスカヴァリ言十画書を提出しなければならないものとされている。デ
ィスカヴァリ計画書は，スケデューリング命令案の一部として含められなけ
（102）
ればならない。地方規日1126.1（ａ）の要求する会合の後，原告側代理人は，
スケデューリング命令案およびディスカヴァリ計画書の書面を準備する責任
を負う。原告側代理人の準備したこの書面は，その追加および変更について，
その他のすべての当事者の代理人に対して提出されなければならない。連邦
民事訴訟規則26条（ａ）項（１）（Ｅ）により除外されていない本人訴訟の
場合には，被告側代理人が，スケデューリング命令案およびディスカヴァリ
計画書を準備しなければならない。代理人は，共同のスケデュール案および
ディスカヴァリ計画書を提出することができるように，相互に十分かつ率直
に協議しなければならない。もしすべての代理人がスケデューリング命令案
およびディスカヴァリ計画書に合意できないときは，別個の書面を提出すべ
きではなく，代理人の誠実な努力によっても解決できなかったスケデューリ
ング案およびディスカヴァリ計画書に関するそれらの点を，スケデューリン
グ命令案およびディスカヴァリ計画書に記載しなければならない（地方規則
（103）
16.1〔ｄ〕)。
当事者またはその代理人が，誠実にスケデューリング命令案およびディス
カヴァリ計画書の作成に参加しなかったときは，相当な制裁を受けるものと
（104）
されている（連邦民訴規日116条〔ｆ〕項，３７条〔ｇ〕項)。
地方規則16.1（ｄ）に規定されるスケデューリング命令案は，以下の事項
3２
を提案しなければならない。すなわち，①当事者併合の期限，②モーション
提起の期限，③すべてのディスカヴァリが完了すべき曰を含めた，地方規則
１６．１（ｄ）の要求するすべてのディスカヴァリの完了に関するディスカヴァ
リ計画，⑤その訴訟の審理に必要とされる曰数の評価およびその評価の理由，
および⑥裁判所が考慮するための，合意することのできる審理期曰の提案，
（105）
である。
（４）審理前協議（PretrialConferences）
すべての審理前協議は，裁判所の命令により開始される。その曰時・場所
（106）
に関する適切な通知が，弁護士に対してなされる。弁護士は，裁半Ｉ所に対し
て，審理前協議の開催を要求することができる。審理前協議は，裁判所の命
令により開始されうる。裁判所の許可がある場合を除き，実際に事実審理を
担当する弁護士が，すべての審理前協議に参加しなければならない。事実審
理担当弁護士は，争いのない事実，および将来のディスカヴァリの範囲なら
びにそのスケデュールについて合意する権限を有していなければならない
（107）
(地方規貝Ⅱ16.2)。
（５）スケデューリング命令（SchedulingOrder）
連邦民事訴訟規則１６条（ｂ）項によれば，一定の除外された事件を除いた
すべての訴訟事件において，スケデューリング命令が発令されなければなら
（108）
ないと定められている。そして，このスケデューリング命令は，①その他の
当事者を併合し，プリーディングを変更する期限，②モーションを提起する
（109）
期限，および③ディスカヴァリを完了する期限を定めるものとされている。
スケデューリング命令は，地方規則16.1（ｂ）において規定された期間内に
発令されなければならない。そして，スケデューリング命令を発令するため
（１１０）
の相当な時期は，代理人ｶｺﾞ最初に提案する責任を負うものとされている。
スケデューリング命令は，被告の最初の応訴から90曰以内，または訴状が
被告に送達された曰から120曰以内のいずれか早期の期間内に発令されなけ
（111）
ればならない。
スケデューリング命分の定める期限は，裁判所が十分な理由（good
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）３３
cause）があると認定した場合にのみ延長される（地方規則16.3)。
ディスカヴァリの完了に基づき，ディスカヴァリ後の審理前手続が地方規
則３９．１に従い計画され，その訴訟は，次の共同民事陪審事件表に基づいて
審理され，または特別の審理期曰を設定されることになる。ディスカヴァリ
後の審理前手続と審理期曰の設定は，可能な限り連係されることとされてい
（112）
る（地方規NII16.1〔ａ〕)。
（６）代替的紛争解決（AlternativeDisputeResolution）
合衆国法典28巻§651（ｂ）によれば，当事者対立構造を有する破産手続
を含め，すべての民事訴訟事件について代替的紛争解決手続を利用すること
が承認されている。代替的紛争解決手続とは，裁判長による裁判以外の手続
であり，中立的な第三者が，所属裁判官の全員一致で採用した早期評価計画，
調停またはミニ・トライアルのような手続を通して，紛争における争点の解
決を援助するため参加する手続をさす。一定の部において，所属裁判官全員
一致に基づく一般命令により強制的なものとされている早期評価計画に対す
る参加に加え（当該一般命令により除外されている一定の訴訟事件を除く），
すべての民事訴訟の当事者は，訴訟の適切な段階において，代替的紛争解決
手続の利用を検討しなければならないものとされる。すべての民事訴訟事件
における裁判長裁判官は，その訴訟において適切であると思われるいずれの
段階においても，訴訟当事者が代替的紛争解決手続に参加することを要求す
（113）
ることができる（地方規且Ⅱ16.5)。
(36）DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚ４Ｐｍｎｏｔｅ２３,ａｔ219．
(37）肋』｡､連邦裁判所の構成員及び代理人，特にシニア・ジャッジの地位について
は，森英明「アメリカ連邦地方裁判所における民事訴訟運営の実｣清」法曹会編
「アメリカにおける民事訴訟の実情」102頁-118頁（法曹会，1997年）が詳細であ
る。
(38）Source：AdministrativeOfficeoftheU・SCourts,FederalCourtManage‐
mentStatistics,1995.会計年度は，９月30日に終了する（すなわち，９５会計年度は，
１０月１日から，1995年９月30日に及ぶ)。DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote23，
ａｔ220,,.145．
(39）DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓ〃ｍｎｏｔｅ２３,ａｔ220,,.146
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(40）DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚ`Ｐ７ｎｎｏｔｅ２３,ａｔ220．
(41）連邦司法センターによる調査および資料収集手続の詳細については，付録Ａ
を参照。DoNNASTIENsTRAETAL.,szJPmnote23,ａｔ221,,.147．
(42）SeejudiciallmprovementsActofl990,ｔit・Ｉ,Pub.ＬNo.101-650,§104,
104Stat､５０９８（asamendedPub.ＬNo.104-317,§608,0ct､19,110Stat､3860）．
(43）ReportoftheAdvisoryGroup,CivilJusticeReformActofl990Western
DistrictofMissouril3（December23,1991).諮問グループは，遅延が問題ではな
いと考えたが，彼らがこのレポートを準備した時点では，民事事件に関する裁判
所の処理期間の中央値は，数年間，全国平均より１ヵ月から２ヵ月長かった。See
AdministrativeOfficeoftheU､SCourts,FederalCourtManagementStatis-
tics,1995．DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote23,ａｔ221,,149．
(44）DoNNASTIENsTRAETAL.,szJPmnote23,ａｔ221．
(45）肋』｡､SeeaJsoKentSnapp,ＦｉＵｅＹＣａ?ａｓｑ／Ｒａ"ｄａｍＴｅｓｔｊ?ｚｇＳ/zozusEnγbノ
ＡＤＲＳｚｲccesSmJ,DIsPuTEREsoLuTIoNMAGAzINE16（Summerl997）．
(46）この裁判所の計画は，Ｕ・Ｓｃ§§651-658により承認された，１０の強制パイ
ロット仲裁計画のうちの一つであった。ＥＡＰの下では，強制的な面は取り除かれ，
仲裁は，いくつかのＡＤＲオプションのうちの一つとなった。DoNNASTIENsTRA
ETAL,ｓ〃ｍｎｏｔｅ２３,ａｔ２２１，，１５０
(47）〃､ａｔ221-222．
(48）〃､ａｔ222．
(49）Ｉbid．
(50）ルノａ．
(51）ルノ｡．
(52）ＩＭＩ．
(53）Ltd．
(54）民事司法改革法（28ＵＳ.Ｃ§474）に基づき，この裁判所の計画は，司法会
議および第八巡回区裁判官会議により審査を受け承認された。〃､ａｔ223,,151．
(55）〃・ａｔ223．
(56）ルノ｡．
(57）Ibjd．
(58）SeeGeneralOrderlmplementingEarlyAssessmentProgram,October３１，
３（1991)．DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚ`Ｐｍｎｏｔｅ２３,ａｔ223,,.152.なお，カリフ
ォルニア州北部地区連邦地裁では，当事者は，原則として，民事訴訟事件につい
てＡＤＲを利用するものとすることを前提としつつ，当事者に裁判所付属の数種の
ＡＤＲおよび民間のＡＤＲ手続の中から適切なＡＤＲ手続を選択させることを内容
としたマルティ・オプション計画を採用している。この制度の詳細については，
拙稿・前掲注（14）国士舘法学第32号１頁以下（2000）を参照。
(59）ＥＡＰ上の訴訟事件のみが，裁判所付属の代替的紛争解決手続に参加する資格
を有する。もしＥＡＰの対象とならない訴訟事件の当事者が代替的紛争解決手続の
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）３５
利用を望むならば，彼らは，ＥＡＰへの参加を要求することができ（これらの要求
は通常は否定される)，あるいは彼らは，いくつかの民間の（裁判所付属でない）
代替的紛争解決方式の利用に合意することができる。〃・ａｔ223,,.153．
(60）〃・ａｔ223．
(61）Ｉbid．
(62）Ｉｍａｔ２２４．
(63）肋』｡．
(64）Ibjd．
(65）ルノ｡．
(66）肋id．
(67）〃・ａｔ225．
(68）必は
(69）連邦司法センターにファイルされている，1996年10月18日付けのRConnor
氏からDStienstra氏宛の手紙による。〃､ａｔ225.,.154．
(70）この数字は，いくつかの異なった方法で算出することができるであろう。
我々は，９６会計年における計画上の費用を4.5倍し，過去4.5年間にＥＡＰへの参加
を要求された事件（[Ａ］事件）の数に，自発的に参加した事件（｢Ｂ」事件のお
よそ三分の一）の数を合計した数でその額を割った。これは，若干一事件当たり
の費用を過大に見積もりすぎているであろう。なぜなら，計画に要する費用は，
現在よりも初期の数年間の方が低額だったからである（職員に要する費用は将来
増加するが，－事件当たりの費用も，より一層多くの事件がその計画により処理
されない限り，同様に増加するであろう)。もし，すべての「Ｂ」事件がその計算
に含められるべきであるとの見方に立つならば，その数字はかなり過大な見積も
りとなる。すべての事件が参加を選択するわけではないとしても，その計画は，
運営上の費用を生じさせるのである。他方において，－事件当たりの費用は過小
に見積もられているとの見方もあり得るであろう。なぜなら，ＥＡＰセッションに
進む事件のみがその計算に含められるべきだからである。我々は，とりわけ「Ａ」
事件全体についてその計画が負う運営上の責任を前提とした場合，そのような考
え方はとらない。我々が提示した数字は，相応な折衷的数字であると考える。〃、
ａｔ225.,.155．
(71）ｌＺ.ａｔ226．
(72）ItZ・ａｔ226-227．
(73）〃・ａｔ227．
(74）SeeGeneralOrderlmplementingEarlyAssessmentProgram,October３１，
３（1991).DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚ４Ｐｍｎｏｔｅ２３,ａｔ227,,.156．
(75）DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote23,ａｔ227．
(76）ルノ.．
(77）この訴訟事件数は，以下の二つの資料により計算された。すなわち，事件表
に記録された情報，およびＥＡＰ事務所が有する自動化されたデータ・ベース上の
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情報である。n.ａｔ227,,.157．
(78）この訪問は1992年に行われたが，Snapp氏との最近の会話によれば，依然と
して本報告における一般的説明が妥当することが確認された。Ⅲ､ａｔ228,,.158．
(79）Ｅ・ａｔ228．
(80）Ibjd．
(81）Ｉbid．
(82）IbjdSeeaJsoKentSnapp,ＦｊＤｅＹｂａ応ｑ/Ｒａ"｡α伽T1es"?２９ｓ"o〃ｓＥｚｚγＪｙ
ＡＤＲＳ"ccesSルノ,DisputeResolutionMagazinel7（Summerl997).Snapp氏
が，早期評価会合において与える一般的な指示は，次のようなものである。すな
わち，①すべての参加者が，注意深く耳を傾け，丁寧にふるまい，論争を避け，
固定した態度をとらないこと，②当事者の各サイドが，事実関係についての自ら
の見方を述べることが許されるべきこと，③会合の目的は，争いのない事実と争
いのある事実とを区別することであること，④当事者が直接参加することが望ま
しいこと，⑤法的な議論は，特別な法律上の争点に限定されるべきこと，⑥当事
者双方との合同の会合の後，管理官は，個別的な面接（caucus）において，各当
事者と会合すべきこと，⑦個別の面接において伝達されるすべての秘密の情報は，
秘匿されるべきものとすること，⑧管理官は，当事者に対して，もし彼らが紛争
の解決に役立つと考えるときは，彼らが別の調停人を選択し，または別のＡＤＲ手
続を選択することができることを知らせること，および当事者がそのような選択
肢を選択しかつ実行することを援助すること，⑨訴訟事件の和解を含めて，早期
の問題解決が望ましいことである。Ibjd．
(83）DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote23,ａｔ２２８；KentSnapp,ｓ”mnote
82atl7.
(84）Snapp氏は，早期評価会合における彼の目的とは，当事者が彼らのそれぞれ
の主張について現実的な意見を持つようにさせ，可能な限り迅速にその訴訟事件
について和解させることにある，と述べた。DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote
23,ａｔ228,,159．
(85）nLat228-229．
(86）〃､ａｔ229.KentSnapp,s”ｍｎｏｔｅ８２,ａｔ１７．
(87）DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote23,ａｔ229．
(88）Ｉbid．
(89）Ｉbid．
(90）この数は，ＥＡＰ事務所が有する自動化されたデータ・ベースに基づいたもの
である。〃・ａｔ230,,.160
(91）ｍａｔ229．
(92）裁判所は，２８ｕｓ.Ｃ§§651-658により承認された10の強制的パイロット計
画の一つとして，仲裁計画を確立した。いくつかのＡＤＲの選択肢の一つとして仲
裁を提供するＥＡＰの下では，裁判所は，もはやこの制定法が承認した仲裁計画を
維持していない。強制的な性格を有するこの計画は，１０の強制仲裁計画に関する
ミズーリ州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）（小松）３７
連邦司法センターの研究に含められた｡SeeBMEIERHoEFER,CouRT-ANNExEDAR‐
BITRATIoNINTENDIsTRIcTCouRT（FederalJudicialCenter,1990)DoNNASTIEN‐
ｓＴＲＡＥＴＡＬ.,ｓ”ｍｎｏｔｅ２３,ａｔ230,,.161．
(93）事件数は，1996年９月30日に，ＥＡＰ事務所により報告されたものによる。調
停の数はわずかであり，恐らく年におよそ二件から三件であろう。マジストレイ
ト裁判官による和解協議は，もっぱら，ＥＡＰ内におけるオプションとして選択さ
れたもののみを含んでおり，訴訟事件の後の段階で彼らが開いた多くの和解協議
を含まない。報告との関係では，裁判所は，ＥＮＥ（早期中立的評価）と調停とを
区別していないが，二件または三件に満たない事件がＥＮＥを選択したと報告して
いる。DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚｲＰｍｎｏｔｅ２３,ａｔ230,,.162．
(94）〃､ａｔ231．
(95）本稿前述２頁以下参照。
(96）UNITEDSTATEsDIsTRIcTCouRTFoRTHEWEsTERNDIsTRIcToFMIssouRI
LocALRuLE26.1（a）［hereinafterLocALRuLElなお，1993年改正の連邦民事
訴訟規則26条（ｆ）項は，当事者の「会合協議」義務を規定していたが，2000年
改正の連邦民事訴訟規則26条（ｆ）項は，これを当事者の「協議」義務に改めた。
いくつかの裁判所がおかれた地理的条件が，当事者の直接の会合によりもたらさ
れる効果をはるかに上回る費用を要求する場合があることを考慮したことによる。
ＳｅｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅＮｏｔｅｏｎｔｈｅＡｍｅｎｄｍｅｎｔｓtoFederalRulesofCivilProcedure
２６（f),１９２Ｆ・Ｒｎ340,393（2000).また，この点について，拙稿「カリフォルニ
ア州北部地区連邦地方裁判所における民事地方規則の改正について」国士舘法学
３３号69頁（2001年）を参照。
(97）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ２６１（a)．
(98）ルノ｡、1993年の連邦民事訴訟規則第26条の改正に基づくディスクロージャー制
度の導入については，大村雅彦「アメリカ民訴における開示手続の改革」民訴４１
号214頁以下（1995年)，小林秀之『新版・アメリカ民事訴訟法』170頁以下（弘文
堂，1996年）を参照。また，2000年の連邦民事訴訟規則第26条の改正については，
笠井正俊「アメリカの民事訴訟における2000年のディスカバリ制度改正をめぐっ
て」『新堂古希（下)』３頁以下（2001年)，及び拙稿・前掲注（96）国士舘法学３３
号63頁以下（2001年）を参照。
(99）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ２６､１（b）１．
(100）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ２６１（b）２．
(101）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（d)．
(102）Ibjd．
(103）Djd．
(104）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（e)．
(105）SecLocALRuLE161（f)．
(106）SeeLocALRuLE162．
(107）Ｉbid．
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(108）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（ａ)カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判所では，
この裁判所の命令は，事件（訴訟）管理命令（casemanagementorder）と呼ば
れている。カリフォルニア州北部地区連邦地裁における事件（訴訟）管理手続に
ついては，拙稿「カリフォルニア州北部連邦地方裁判所における民事司法改革の
評価一連邦司法センターによる事件管理計画の評価を中心として－」国士舘法学
３１号１頁以下（1999年)，および拙稿・前掲注（96）国士舘法学33号75頁以下を参
照。
(109）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（a)．
(110）Ibjd．
(111）ＳｃｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（b)．
(112）ＳｅｃＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６１（a)．
(113）ＳｅｅＬｏｃＡＬＲｕＬＥ１６､5.1998年の連邦ＡＤＲ法（AlternativeDisputeResolu‐
ｔｉｏｎＡｃｔｏｆｌ９９８）は，すべての連邦裁判所が，その地方規則（localrule）に基
づいて，すべての民事事件の当事者に対して，訴訟の適切な段階でＡＤＲの利用を
検討するよう求めなければならないものと定めた。ＳｅｅＰｕｂ.ＬNo.105-315,§３，
０ct､30,1998.
